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要旨：コン柱は，本格的な経年対策を必要とする時期を迎えている。しかし，現在の建替評価基準は，外観目

視で調査できる範囲のみ整理されており，コン柱に変状が無い場合は，経年劣化を適切に評価されていない

可能性がある。変状の無いコン柱の建替評価は，経年劣化の進行に伴う力学的な評価や，外観目視以外の評

価方法による評価に関しての知見が少ないのが現状である。そこで本研究は，建替評価基準の検討に先立ち

繰り返し載荷によるコン柱の曲げ試験と，振動試験を実施した。その結果，曲げ試験と振動試験で得た物性

値は劣化の進行に伴い変化することが確認され，コン柱の劣化評価に適用できることが示唆された。 
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1. はじめに 

コンクリートポール（以下，コン柱）は，配電柱や通

信柱及び一般構造柱としてインフラストラクチャの一翼

を担う重要な設備である。特に配電柱は，発電所で作っ

た電力を最終的に利用者へ送り届ける配電線を支える設

備で，広く利用されている。 

一方でコン柱は，高度成長期の 1960～70 年以降に，大

量に設置されており，本格的な修繕・建替などの計画を

必要とする時期を迎えている。 

コン柱に発生する変状の種類と発生要因ならびに変状

が発生した際のコン柱の性能低下に関しては，「コンクリ

ートポール診断士テキスト」1)に整理されている。また，

同テキストによると，現状の建替評価基準は，ひび割れ・

表面あれ等の「劣化変状の種類」毎に定められた「劣化

レベル（通常はＩＶ・Ⅴ）」に，塩害・凍害等の「周辺環

境」等を加味して判断することを提案している。 

 この建替評価基準は，外観目視で調査できる範囲とし，

非破壊試験装置を用いた評価は対象外としている。コン

柱に変状が現れない場合は，「劣化レベルⅠ」の「観察」

対象と判定され，建替対象とならず，劣化を適切に評価

されていない可能性がある。外観に変状のない場合の建

替評価は，今後，コン柱の適切な修繕・建替を実施する

ためにも重要であるが，現状の建替評価は，経年劣化が

進行したコン柱の力学的な評価 2)や外観目視以外の方法

による劣化評価に関する知見が少なく十分とは言えない。 

コン柱を用いた力学的評価に関する近年の知見として

は，佐々木らによる研究 3）がある。佐々木らはコン柱に

地震を模擬した荷重を振動台にて載荷し，コン柱の支持

条件が破壊性状に及ぼす影響について整理している。上

記のようなコン柱の力学的評価を実施した研究例えば 4)は，

後述の新柱の力学的評価が多く，後述の撤去柱について

の知見は少ない。 

劣化評価に関する近年の知見としては，常本ら 5)によ

る研究がある。外観に損傷が無い場合は，中性化の進行

から材料劣化を評価するよう化学的な劣化については整

理されているが，外観に損傷がない場合における地震や

風荷重等による物理的な劣化の進行に関する評価方法は

整理されていない。 

そこで，本研究では，外観目視上は変状の無いコン柱

に対して，1 方向繰り返し載荷による『曲げ試験』を行う

ことで「物理的な劣化」を促進させ，載荷回数の増加と

共に変化する後述する力学的な物性値の挙動を把握した。

また，未使用のコン柱（以下：新柱）と実際に配電柱と

して供用されたコン柱（以下：撤去柱）を比較し，経年

劣化の進行が物性値の変化に与える影響を確認した。 

併せて，建替評価手法の検討に先立ち，コン柱の振動

中の加速度を計測する『振動試験』を行った。振動試験

は，所定の繰り返し回数で時刻歴加速度を計測し，劣化

の進行に伴う変化を確認した。また，曲げ試験で得た物

性値の変化との整合を確認することで，劣化評価手法の

パラメータとして有効となるかを検討した。 

 

2. 繰り返し載荷による曲げ試験 

本章では，曲げ試験で用いた試験体やその試験方法，

試験結果（繰り返し載荷回数の増加に伴うコン柱の変位，

ひずみ，弾性係数の変化）について述べる。また，新柱

と撤去柱の比較結果から経年劣化の進行が物性値の変化

に与える影響について考察する。 
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2.1 試験体の仕様 

 コン柱の構造形式は，プレストレストコンクリート構

造（PC 構造）が主流で，その外観形状は，頂部（末口）

が底部（元口）に比べて細くなった形状のテーパーポー

ルが一般的であり，JIS では１種ポールと呼ばれる。 

 実験で使用したコン柱の規格は，13-19-7.0(左から丈尺

(m)-末口直径(cm)-設計荷重（以下，P＝7.0kN とする）(kN))

であり，九州管内で最も利用されているものとした。試

験体の状態は，No.1 と No.2 が新柱で，No.3 と No.4 が撤

去柱である。撤去柱の供用期間は，No.3 が 26 年間，No.4

が 15 年間で，表－1 に示す。撤去柱の外観について No.3

は，全体的に軽度な表面の劣化が見られ，No.4 は先端に

向けて若干の湾曲が見られた。なお 2 本の撤去柱が設置

されていた場所や周辺環境については不明である。 

2.2 試験内容 

（1）試験方法 

 試験方法は，JIS A 5373 を参考とした（図－１，図－２

参照）。試験体の固定は，コン柱を横に寝かせた状態で，

コン柱の元口から延長 2.2 m の範囲を木製まくら木と圧

力ジャッキを用いる方法とした。載荷箇所は，末口より

0.25m 下方の位置にワイヤーを取り付け，載荷荷重は，

計測できるウインチで図中の矢印の方向へ引っ張ること

で与えた（図－２参照）。 

 載荷荷重の条件は，1 方向の繰り返し載荷で，載荷の

最大を 8 P /4（規格上要求される破壊荷重の下限値）とし

た。載荷のステップは，JIS A 5373 と九州電力の関連会社

である九州高圧コンクリート工業(株)で行っているコン

柱の品質確認試験を参考に，物性値の変化を詳細に確認

するため，2 ステップとした。ステップ 1 は，荷重を P 

/4，2P/4，3P/4…と載荷→除荷を繰り返しながら 8P/4 ま

で P/4 ずつ増加させた（以下，処女載荷）。ステップ 2 は，

載荷の最大である 8P/4 で載荷→除荷をコン柱が破壊す

るまで繰り返し継続した。図－３に各載荷ステップのサ

イクルを示す。 

（2）計測項目 

計測項目は，コン柱の軸方向のひずみ及び変位とした。

ひずみの計測機器は，ひずみゲージを用い，その設置箇

所は，載荷時に圧縮応力が掛かる側の点で，応力が大き

い地際付近の 1 箇所とした（図－１参照）。計測頻度は，

ステップ 1 では載荷荷重 P/4 刻みで毎回とし，ステップ

2 では繰り返し回数 10 回毎に P/4 刻みで実施した。 

変位の計測機器は，ワイヤー式の変位計を使用した。

変位計の設置箇所は，載荷箇所から地際部までを 5 等分

する位置とした。計測頻度は，ひずみの計測と同様のタ

イミングとした。 

 
図－２ 曲げ試験の機構（写真） 

 

表－１ 試験体一覧               

 

試験体 規格 分類 供用年数（年）

No.1 -

No.2 -

No.3 26

No.4 15

13-19-7.0

新柱

撤去柱

 

図－３ 荷重載荷ステップ 

 

 

図－１ 曲げ試験の機構図と計測器の設置位置（単位：mm） 
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2.3 試験結果 

（1）荷重-変位曲線の変化 

設置箇所ごとの変位は，図－４に示す通り，末口に近

いほど大きく，劣化の進行に伴い延伸している。なお，

この傾向は全試験体で同様であり，図－４には，No.1 の

値を代表値として示している。 

（2）破壊回数の変化 

破壊回数は，No.1 が 383 回，No.2 が 361 回，No.3 が

186 回，No.4 が 239 回で，破壊時の変位（最大変位）と

ともに表－２に示す。なお，破壊回数の定義は，コンク

リートが圧壊するまでの繰り返し回数である。 

新柱の破壊回数は，約 370 回程度で，撤去柱よりも大

きい結果となった。撤去柱 2 本の破壊回数は，両者に差

があるものの，供用年数が短い No.4 の破壊回数が，多い

結果となった。 

（3）最大変位の変化 

最大変位は，表－２に示す通り，No.1 が 1651mm，No.2

が 1514mm，No.3 が 1597mm，No.4 が 1657mm で，供用

の有無や破壊回数との相関関係は認められず，新柱と撤

去柱で大きな差異は見られなかった。 

（4）残留ひずみの変化 

残留ひずみについて，撤去柱における軸方向の変化は，

図－５に示す通り，圧縮側にとどまっている。一方，新

柱の残留ひずみは，当初圧縮側へ変位するが，破壊が近

くなると引張側に転じる傾向を示した。 

（5）応力-ひずみ曲線の変化 

引張を正とする全試験体の応力-ひずみ曲線の変化は，

図－６に示す通り，残留ひずみと同様に，撤去柱が圧縮

 

図－４ 荷重-変位曲線 

表－２ 各試験体の破壊回数と最大変位 

 
 

試験体 破壊回数 最大変位(mm)

No.1 383 1651

No.2 361 1514

No.3 186 1597

No.4 239 1657

  
図－５ 残留ひずみの変化（引張を正とする） 

 

   

(a)No.1                                        (b)No.2 

  

(c)No.3                                  (d)No.4 

図－６ 応力-ひずみ曲線（引張を正とする） 
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側にとどまっているのに対し，新柱は当初圧縮側への変

位する（図中の黒線）が，破壊が近くなると，引張側に

転じる（図中の赤線）傾向を示した。 

（6）弾性係数の変化 

全試験体の弾性係数の変化は，図－７に示す通り，劣

化の進行に伴い，徐々に低下する傾向が見られ，30～

40kN/mm²に漸近し，個体差は見られなかった。なお，弾

性係数の算出方法は，載荷荷重が P/4（応力で 5.6N/mm²）

と 2P /4（応力で 11.2N/mm²）との区間の応力ひずみ曲線

の勾配とした。 

2.4 撤去柱の供用による劣化に関する考察 

曲げ試験の結果より，撤去柱は，新柱と比較すると少

ない回数で破壊に至った。このことから，撤去柱は，新

柱に比べ経年劣化が進行している可能性が考えられた。   

本節では，撤去柱に劣化を与えた以下の 3 要因から撤

去柱の経年劣化の進行の程度について考察する。 

①供用中の地震荷重や風荷重の載荷による物理的な力 

②中性化や塩害等の進行による化学的な変化 

③緊張力の低下等に代表される経時的な変化を考えた。 

なお②の化学的な変化については，今回使用した撤去

柱の供用条件が不明であり整理が難しいため今後の課題

とし，今回は扱わない。 

（1）撤去柱の物理的な劣化の進行について 

撤去柱の①物理的な力による劣化の進行については，

図－８に示す全試験体の処女載荷時の荷重-変位曲線を

比較することで考察する。 

一般的に，弾性域を超える荷重が載荷された際のコン

クリートの変位履歴は，載荷時と除荷時で異なる履歴を

示す。この理由は，コンクリートにひび割れが発生する

ことで，変形が元に戻らず，残留変位が発生するためで

ある。このことから，弾性域を超える荷重による物理的

な劣化が進行している場合，荷重-変位曲線の挙動は，ひ

び割れが既に発生しているため，載荷時と除荷時で同じ

経路を通り，新柱と撤去柱で挙動が異なるはずである。 

本試験において，撤去柱の処女載荷時の荷重-変位曲線

の変化は，載荷時と除荷時の経路が異なっており，新柱

と同様であった。この結果から，今回の試験で使用した

撤去柱は，載荷前に外観上の変化は見られたが，供用期

間にコンクリート自体にひび割れを発生させる様な物理

的な劣化は，あまり進行していなかったと考える。 

（2）撤去柱の経時的な劣化の進行について 

撤去柱の③経時的な変化の進行については，残留ひず

みの変化が，圧縮側から引張側へ推移する実験結果を用

いて考察する。 

PC コンクリート構造の場合，一般的に，緊張力が低下

すると，コンクリートに発生していた圧縮ひずみ（負）

が解放されることで膨張し，ひずみゲージに引張の残留

ひずみ（正）が発生する。 

上記を踏まえ，軸方向の残留ひずみに着目すると，新

柱は緊張力の低下により引張側へ遷移する挙動を示して

いるが，撤去柱は，引張側へ遷移することは無かった。

つまり，撤去柱は，試験中に緊張力の低下による圧縮ひ

ずみの解放が発生しなかったことになる。 

この結果から，破壊直前では両者とも緊張力が低下し

ていると考えられ，撤去柱の緊張力が載荷前，即ち供用

中に低下していたと考える方が妥当である。 

緊張力の低下は，一般的に，構造物の引張り外力への

抵抗性を弱めるため，コンクリートのひび割れを助長し，

即ち劣化の進行を早める結果となる。 

このことから，撤去柱の緊張力が元々低下していれば，

劣化の進行に対する抵抗性は，新柱に比べて低くなって

いたと考えられる。 

この結果から撤去柱の緊張力が，弱まっていたことで，

撤去柱が破壊にいたるまでの繰り返し回数が，新柱より

も少なくなったと考えることが妥当である。 

 

3. 繰り返し載荷に伴う振動試験 

 本試験は，建替評価手法の検討に先立ち，現場で敷設

されているコン柱でも計測可能な振動に着目し，劣化

の進行に伴うスペクトルの変化と曲げ試験結果の整合

性を確認することを目的に実施した。 

3.1 試験概要 

（1）試験方法 

振動試験の機構は，曲げ試験と一対で行っているため，

曲げ試験と同一である。振動の与え方は，試験体を引っ

張ったワイヤーを瞬時に切断する方法とした。緊張力は，

 
図－８ 処女載荷時の荷重-変位曲線比較 

 

 
図－７ 弾性係数の経時変化 
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曲げ試験中の試験体に損傷を与えないよう，P /4＝1.75kN

を越えない値として 1kN とした。 

（2）計測項目 

 振動に着目した計測項目は，時刻歴の変位・速度・加

速度の選択肢があるが，電柱の先端での引張り変位が約

40mm 程度，固有周期が約 0.6 秒，スペクトルを鋭利に出

すための測定間隔が 0.01 秒を考慮すると，変位・速度の

計測が困難と判断し，加速度を選択した。 

加速度計は ARF-50A（東京測器）を用い，設置箇所は，

解析がより鮮明になることを期待し，加速度が大きい電

柱の末口付近とした。振動 1 回の計測時間は，振動が約

20 秒で収束することや，計測個数が高速フーリエ変換の

解析条件から 2 のべき乗であることを踏まえ，20.48 秒

間（測定間隔 0.01 秒，計測個数 2048 個）とした。 

計測頻度について，新柱は，与える荷重の違い（物理

的な劣化進行の違い）が，振動特性に与える変化を詳細

に捉えるため，ステップ 1 では，P/4 刻みで荷重が増加す

る度に計測した。ステップ 2 では，試験の労力を減らす

ため，繰り返し回数 30 回まで 10 回毎に，それ以降は 50

回毎に破壊する直前まで計測を計測した。 

撤去柱の頻度は，ステップ 1 では P /4 と 8P/4 載荷後に

行い，ステップ 2 では 50 回毎とした。 

3.2 試験結果 

（1）時刻歴加速度の変化 

劣化の進行に着目した時刻歴加速度は，全試験体で共

通し，回数が増加するほど，周期が長くなり，また，加

速度の減衰が大きくなっている。図－９は，その傾向を

明確に表すため,No.1 試験体の載荷前と破壊直前とを記

載した。  

（2）応答スペクトル解析における固有周期の変化 

本項では，時刻歴加速度の変化を定量的かつ視覚的に

分析するため，時刻歴加速度を応答スペクトル解析し，

算出した固有周期と応答加速度に着目した。 

全試験体の応答スペクトル解析は，図－１０に示す様

に，図中の橙色が載荷前，青色が破壊直前であり，劣化

の進行とともに，固有周期が連続的に長くなり，応答加

   

図－９ 時刻歴加速度の計測結果 

 

   

(a)No.1                                         (b)No.2 

    

(c)No.3                                         (d)No.4 

図－１０ スペクトル解析結果比較 
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速度も連続的に減少する結果を得た。 

3.3 固有周期と応答加速度の変化に関する考察 

振動試験の結果，劣化の進行に伴い固有周期とその応

答加速度が変化する傾向が見られた。本節ではスペクト

ルの変化と曲げ試験における物性値の変化との整合性に

ついて考察する。 

固有周期の変化について，１質点系の振動の理論から

考えると，固有周期は，物体の剛性が小さいほど長くな

ることが一般的に知られている。 

上記を踏まえ，剛性を構成する弾性係数等の変化に着

目すると，2.3(6)で述べた様に，全試験体の弾性係数が

劣化の進行に伴い，徐々に低下する傾向が見られている。

従って，弾性係数が低下する即ち劣化が進行すると固有

周期が長くなることは妥当と考えられる。 

応答加速度の低下については，一般的に，劣化が進行

することでひび割れが発生すると，ひび割れた箇所の面

同士が振動中に衝突し，内部摩擦を増加させることにな

り，振動の減衰が大きくなることで発生したと考えられ

ている。このことから劣化の進行に伴って応答加速度が

低下することは，妥当と考えられる。 

以上より，劣化の進行に伴う振動特性の変化について，

固有周期の増加は，弾性係数等の低下が原因であり，応

答加速度の低下は，ひび割れの発生等の物理的な劣化の

進行が原因であると結論付けられる。 

よって固有周期と応答加速度の変化を確認することは，

劣化進行の程度を判断できるパラメータとして有効であ

り，コン柱の取替評価方法に適用可能と考える。 

なお，今回の結果は，コン柱を素柱として計測した結

果である。今後は，実際の供用柱での適用を考慮し，下

記の課題も含めて検証を進める。 

・コン柱は 13-19-7.0 以外にも様々な長さ・断面形状・設

計荷重の規格があり，規格によらず評価方法を適用で

きるよう更なるデータの収集を行う必要がある。 

・供用柱は，直立しているためひび割れがコン柱自身の

自重とプレストレス力により閉口し，ひび割れの影響

が変化する可能性がある。 

・本試験の破壊条件は，コンクリートの圧壊のみしか整

理しておらず，鉄筋および PC 鋼線の降伏等の破壊条

件も含めて取替評価方法を整理する必要がある。 

・今回は天端にて計測を行ったが，実際の計測では，天

端より地際に近い方が作業は容易である。そのため実

際の供用柱における計測を考慮した荷重の種類・計測

位置の最適化が必要である。 

 

4. まとめ 

 本研究では，物理的劣化の促進を想定した繰り返し載

荷による曲げ試験を行い，載荷回数の増加（劣化の進行）

に伴うコン柱の物性値の変化，及び新柱と撤去柱の比較

から経年劣化の影響を確認した。 

併せてコン柱の時刻歴加速度をスペクトル解析し，建

替評価手法の検討を行った。結果を以下に示す。 

結果 1：曲げ試験の結果より，破壊回数は，新柱の方が

撤去柱よりも多くなった。 

結果 2：軸方向の残留ひずみの変化は，撤去柱が圧縮側

へ遷移するのに対し，新柱は一旦圧縮側へ遷移

するが，破壊直前では引張側へ転じる傾向が見

られた。 

結果 3：全試験体の弾性係数の変化は，劣化の進行に伴

い，徐々に低下する傾向が見られた。 

結果 4：時刻歴加速度の計測結果より，劣化の進行に伴

い，固有周期が長くなり，加速度の減衰が大き

くなった。 

考察 1：コン柱の経年劣化について，結果 2 から撤去柱

の緊張力は供用中に抜けていて（経時的な劣化

が進行），新柱の緊張力は劣化の進行により載荷

の途中で抜けたと結論付けた。撤去柱は，緊張

力が弱まっていたことで，破壊が新柱よりも早

まった（結果 1）と考えることが妥当である。 

考察 2：振動試験の結果と曲げ試験の物性値の変化を整

合すると，結果 4 は曲げ試験の物性値の変化と

対応していると考えられることから，コン柱の

建替評価方法に適用可能と考える。 

今後は，電柱の規格の影響，曲げ試験で確認した物性

値の変化との関係性整理，様々な条件で供用された撤去

柱および実際の供用柱のスペクトル変化に関するデータ

収集などを実施し，実用化に向けた課題も踏まえて取替

評価方法の整理を進めていく。 
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